
個人情報保護法と東久留米市情報公開条例の不開示情報比較表 

 

※ここでは、法施行条例の非開示情報を個別に引用する方式ではなく、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（情報公開法）第５条に掲げる非開示

情報に準拠する立場で説明するが、同法は、国の行政機関を対象とする法律であるので、市町村の規律とは異なるため、参考として参照いただきたい。 

区分 個人情報保護法 行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（情報公開法） 

東久留米市情報公開条例 備考 

 （保有個人情報の開示義務） 

第七十八条 行政機関の長等は、開示請

求があったときは、開示請求に係る保

有個人情報に次の各号に掲げる情報

（以下この節において「不開示情報」と

いう。）のいずれかが含まれている場合

を除き、開示請求者に対し、当該保有個

人情報を開示しなければならない。 

（行政文書の開示義務） 

第五条 行政機関の長は、開示請求があ

ったときは、開示請求に係る行政文書

に次の各号に掲げる情報（以下「不開示

情報」という。）のいずれかが記録され

ている場合を除き、開示請求者に対し、

当該行政文書を開示しなければならな

い。 

（公文書の開示義務） 

第７条 実施機関は、開示請求があった

ときは、開示請求に係る公文書に次の

各号のいずれかに該当する情報（以下

「非開示情報」という。）が記録されて

いる場合を除き、開示請求者に対し、当

該公文書を開示しなければならない。 

 

不開示

情報 

  (１) 法令及び条例（以下「法令等」とい

う。）の定めるところ又は実施機関が法

律若しくはこれに基づく政令により従

う義務を有する国の行政機関（国家行政組

織法（昭和 23 年法律第 120 号）第３条第２項に規

定する国の行政機関として置かれる機関、法律の規

定に基づき内閣の所轄の下に置かれる機関又はこ

れらに置かれる機関をいう。）若しくは東京都

の機関の指示等により、公にすること

ができないと認められる情報 

※いわゆる法令秘
情報である。当然
に不開示情報であ
るため、規定化し
ない選択肢もある
が、非開示情報を
一覧的に規定する
ことにより解釈上
の混乱が生じない
ため、本法令秘情
報は、情報公開条
例の不開示情報と
して定めることと
したい。 
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不開示

情報 

一 開示請求者（第七十六条第二項の規

定により代理人が本人に代わって開示

請求をする場合にあっては、当該本人

をいう。次号及び第三号、次条第二項並

びに第八十六条第一項において同じ。）

の生命、健康、生活又は財産を害するお

それがある情報 

   

不開示

情報 

二 開示請求者以外の個人に関する情報

（事業を営む個人の当該事業に関する

情報を除く。）であって、当該情報に含

まれる氏名、生年月日その他の記述等

により開示請求者以外の特定の個人を

識別することができるもの（他の情報

と照合することにより、開示請求者以

外の特定の個人を識別することができ

ることとなるものを含む。）若しくは個

人識別符号が含まれるもの又は開示請

求者以外の特定の個人を識別すること

はできないが、開示することにより、な

お開示請求者以外の個人の権利利益を

害するおそれがあるもの。ただし、次に

掲げる情報を除く。 

一 個人に関する情報（事業を営む個人

の当該事業に関する情報を除く。）であ

って、当該情報に含まれる氏名、生年月

日その他の記述等（文書、図画若しくは

電磁的記録に記載され、若しくは記録

され、又は音声、動作その他の方法を用

いて表された一切の事項をいう。次条

第二項において同じ。）により特定の個

人を識別することができるもの（他の

情報と照合することにより、特定の個

人を識別することができることとなる

ものを含む。）又は特定の個人を識別す

ることはできないが、公にすることに

より、なお個人の権利利益を害するお

それがあるもの。ただし、次に掲げる情

報を除く。 

(２) 個人に関する情報（事業を営む

個人の当該事業に関する情報を除

く。）で特定の個人を識別することが

できるもの（他の情報と照合するこ

とにより、特定の個人を識別するこ

とができることとなるものを含む。）

又は特定の個人を識別することはで

きないが、公にすることにより、なお

個人の権利利益を害するおそれがあ

るもの。ただし、次に掲げる情報を除

く。 

 

開示情

報 

イ 法令の規定により又は慣行として

開示請求者が知ることができ、又は

知ることが予定されている情報 

イ 法令の規定により又は慣行として

公にされ、又は公にすることが予定

されている情報 

ア 法令等の規定により又は慣行とし

て公にされ、又は公にすることが予

定されている情報 

 



開示情

報 

ロ 人の生命、健康、生活又は財産を保

護するため、開示することが必要で

あると認められる情報 

ロ 人の生命、健康、生活又は財産を保

護するため、公にすることが必要で

あると認められる情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保

護するため、公にすることが必要で

あると認められる情報 

 

開示情

報 

ハ 当該個人が公務員等（国家公務員

法（昭和二十二年法律第百二十号）第

二条第一項に規定する国家公務員

（独立行政法人通則法第二条第四項

に規定する行政執行法人の職員を除

く。）、独立行政法人等の職員、地方公

務員法（昭和二十五年法律第二百六

十一号）第二条に規定する地方公務

員及び地方独立行政法人の職員をい

う。）である場合において、当該情報

がその職務の遂行に係る情報である

ときは、当該情報のうち、当該公務員

等の職及び当該職務遂行の内容に係

る部分 

ハ 当該個人が公務員等（国家公務員

法（昭和二十二年法律第百二十号）第

二条第一項に規定する国家公務員

（独立行政法人通則法（平成十一年

法律第百三号）第二条第四項に規定

する行政執行法人の役員及び職員を

除く。）、独立行政法人等（独立行政法

人等の保有する情報の公開に関する

法律（平成十三年法律第百四十号。以

下「独立行政法人等情報公開法」とい

う。）第二条第一項に規定する独立行

政法人等をいう。以下同じ。）の役員

及び職員、地方公務員法（昭和二十五

年法律第二百六十一号）第二条に規

定する地方公務員並びに地方独立行

政法人（地方独立行政法人法（平成十

五年法律第百十八号）第二条第一項

に規定する地方独立行政法人をい

う。以下同じ。）の役員及び職員をい

う。）である場合において、当該情報

がその職務の遂行に係る情報である

ときは、当該情報のうち、当該公務員

等の職及び当該職務遂行の内容に係

ウ 当該個人が公務員（国家公務員法

（昭和 22年法律第 120号）第２条第

１項に規定する国家公務員及び地方

公務員法（昭和 25年法律第 261号）

第２条に規定する地方公務員をい

う。）である場合において、当該情報

がその職務の遂行に係る情報である

ときは、当該情報のうち、当該公務員

の職及び当該職務遂行の内容に係る

部分 

 



る部分 

  一の二 個人情報の保護に関する法律

（平成十五年法律第五十七号）第六十

条第三項に規定する行政機関等匿名加

工情報（同条第四項に規定する行政機

関等匿名加工情報ファイルを構成する

ものに限る。以下この号において「行政

機関等匿名加工情報」という。）又は行

政機関等匿名加工情報の作成に用いた

同条第一項に規定する保有個人情報か

ら削除した同法第二条第一項第一号に

規定する記述等若しくは同条第二項に

規定する個人識別符号 

 ※行政機関等匿名
加工情報等を非開
示情報とするもの
である。当市は、行
政機関等匿名加工
制度を実施しない
ことから、一の二
に相当する規定
は、情報公開条例
の非開示情報とし
て定めないことと
したい。 

不開示

情報 

三 法人その他の団体（国、独立行政法人

等、地方公共団体及び地方独立行政法

人を除く。以下この号において「法人

等」という。）に関する情報又は開示請

求者以外の事業を営む個人の当該事業

に関する情報であって、次に掲げるも

の。 

二 法人その他の団体（国、独立行政法人

等、地方公共団体及び地方独立行政法

人を除く。以下「法人等」という。）に

関する情報又は事業を営む個人の当該

事業に関する情報であって、次に掲げ

るもの。 

(３) 法人（国及び地方公共団体を除

く。）その他の団体（以下「法人等」

という。）に関する情報又は事業を営

む個人の当該事業に関する情報であ

って、公にすることにより、当該法人

等又は当該事業を営む個人の競争上

又は事業運営上の地位その他社会的

な地位が損なわれると認められるも

の。ただし、次に掲げる情報を除く。 

※情報公開条例の
下線部は、事実上
情報公開法第２号
イに定められてお
り、ほぼ同趣旨の
規定と考えられ
る。よって、この点
は、情報公開法第
２号及び同号イの
規定に準拠すれば
よいと考えられ
る。 

開示情

報 

ただし、人の生命、健康、生活又は財

産を保護するため、開示することが必

要であると認められる情報を除く。 

ただし、人の生命、健康、生活又は財

産を保護するため、公にすることが必

要であると認められる情報を除く。 

 

ア 事業活動によって生じ、又は生ず

るおそれがある危害から人の生命又

は健康を保護するために、公にする

ことが必要であると認められる情報 

※情報公開条例ア
からウまでの規定
は、情報公開法た
だし書の規定と本
質的に同趣旨の規
定と考えられる。



イ 違法若しくは不当な事業活動によ

って生じ、又は生ずるおそれがある

支障から人の生活を保護するため

に、公にすることが必要であると認

められる情報 

ウ 事業活動によって生じ、又は生ず

るおそれがある侵害から消費生活そ

の他市民の生活を保護するために、

公にすることが必要であると認めら

れる情報 

よって、同ただし
書の規定に準拠す
ればよいと考えら
れる。 

不開示

情報 

イ 開示することにより、当該法人等

又は当該個人の権利、競争上の地位

その他正当な利益を害するおそれが

あるもの 

イ 公にすることにより、当該法人等

又は当該個人の権利、競争上の地位

その他正当な利益を害するおそれが

あるもの 

  

不開示

情報 

ロ 行政機関等の要請を受けて、開示

しないとの条件で任意に提供された

ものであって、法人等又は個人にお

ける通例として開示しないこととさ

れているものその他の当該条件を付

することが当該情報の性質、当時の

状況等に照らして合理的であると認

められるもの 

ロ 行政機関の要請を受けて、公にし

ないとの条件で任意に提供されたも

のであって、法人等又は個人におけ

る通例として公にしないこととされ

ているものその他の当該条件を付す

ることが当該情報の性質、当時の状

況等に照らして合理的であると認め

られるもの 

(６) 市、国、他の地方公共団体及び開

示請求者以外のもの（以下「第三者」

という。）が実施機関の要請を受け

て、公にしないとの条件で任意に提

供した情報であって、第三者におけ

る通例として公にしないこととされ

ているものその他の当該条件を付す

ることが当該情報の性質、当時の状

況等に照らして合理的であると認め

られるものその他当該情報が公にさ

れないことに対する当該第三者の信

頼が保護に値するものであり、これ

※「市、国、他の地
方公共団体及び開
示請求者以外のも
の（以下「第三者」
という。）が」の部
分は、これがなく
とも情報公開法ロ
の趣旨と同じであ
る。 
※「市、国、他の地
方公共団体」・・・
が公にしないとの
条件で任意に提供
した情報について
は、情報公開法第
５号及び第６号で
対応が可能であ
る。 



を公にすることにより、その信頼を

不当に損なうことになると認められ

るもの。ただし、人の生命、健康、生

活又は財産を保護するため、公にす

ることが必要であると認められるも

のを除く。 

※「その他当該情
報が公にされない
ことに対する当該
第三者の信頼が保
護に値するもので
あり、これを公に
することにより、
その信頼を不当に
損なうことになる
と認められるも
の」については、
「市、国、他の地方
公共団体」につい
ては、情報公開法
第５号及び第６号
で対応可能であ
り、「開示請求者以
外のもの」につい
ては、情報公開法
ロで対応可能であ
る。 
よって、情報公開
法の非開示情報に
準拠することで対
応したい。 

※国の

機関が

対象 

四 行政機関の長が第八十二条各項の決

定（以下この節において「開示決定等」

という。）をする場合において、開示す

ることにより、国の安全が害されるお

それ、他国若しくは国際機関との信頼

関係が損なわれるおそれ又は他国若し

くは国際機関との交渉上不利益を被る

おそれがあると当該行政機関の長が認

めることにつき相当の理由がある情報 

三 公にすることにより、国の安全が害

されるおそれ、他国若しくは国際機関

との信頼関係が損なわれるおそれ又は

他国若しくは国際機関との交渉上不利

益を被るおそれがあると行政機関の長

が認めることにつき相当の理由がある

情報 

 ※国情報公開条例
第３号及び第４号
の相当規定は、個
人情報保護法第７
号イ及びロに相当
する規定を情報公
開法第６号の配下
に規定するイメー
ジで情報公開条例
で定めることとし
たい。 



※国の

機関・

都道府

県が対

象 

五 行政機関の長又は地方公共団体の機

関（都道府県の機関に限る。）が開示決

定等をする場合において、開示するこ

とにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、

公訴の維持、刑の執行その他の公共の

安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそ

れがあると当該行政機関の長又は地方

公共団体の機関が認めることにつき相

当の理由がある情報 

四 公にすることにより、犯罪の予防、鎮

圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その

他の公共の安全と秩序の維持に支障を

及ぼすおそれがあると行政機関の長が

認めることにつき相当の理由がある情

報 

 ※同上 

不開示

情報 

六 国の機関、独立行政法人等、地方公共

団体及び地方独立行政法人の内部又は

相互間における審議、検討又は協議に

関する情報であって、開示することに

より、率直な意見の交換若しくは意思

決定の中立性が不当に損なわれるおそ

れ、不当に国民の間に混乱を生じさせ

るおそれ又は特定の者に不当に利益を

与え若しくは不利益を及ぼすおそれが

あるもの 

五 国の機関、独立行政法人等、地方公

共団体及び地方独立行政法人の内部

又は相互間における審議、検討又は

協議に関する情報であって、公にす

ることにより、率直な意見の交換若

しくは意思決定の中立性が不当に損

なわれるおそれ、不当に国民の間に

混乱を生じさせるおそれ又は特定の

者に不当に利益を与え若しくは不利

益を及ぼすおそれがあるもの 

(４) 市の機関並びに国及び他の地方

公共団体の内部又は相互間における

審議、検討又は協議に関する情報で

あって、公にすることにより、率直な

意見の交換若しくは意思決定の中立

性が不当に損なわれるおそれ、不当

に市民の間に混乱を生じさせるおそ

れ又は特定の者に不当に利益を与え

若しくは不利益を及ぼすおそれがあ

るもの 

※現行条例の下線
部は、若干情報公
開法と異なるが、
同法の規定の方が
広く対象を捉えて
いるためこれを採
用することとし、
情報公開法に準拠
することとした
い。 

不開示

情報 

七 国の機関、独立行政法人等、地方公共

団体又は地方独立行政法人が行う事務

又は事業に関する情報であって、開示

することにより、次に掲げるおそれそ

の他当該事務又は事業の性質上、当該

事務又は事業の適正な遂行に支障を及

ぼすおそれがあるもの 

六 国の機関、独立行政法人等、地方公

共団体又は地方独立行政法人が行う

事務又は事業に関する情報であっ

て、公にすることにより、次に掲げる

おそれその他当該事務又は事業の性

質上、当該事務又は事業の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

(５) 市の機関又は国若しくは他の地

方公共団体が行う事務又は事業に関

する情報であって、公にすることに

より、次に掲げるおそれその他当該

事務又は事業の性質上、当該事務又

は事業の適正な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるもの 

※上記と同趣旨 



不開示

情報 

（情報

公開法

第３号

に 相

当） 

イ 独立行政法人等、地方公共団体の

機関又は地方独立行政法人が開示決

定等をする場合において、国の安全

が害されるおそれ、他国若しくは国

際機関との信頼関係が損なわれるお

それ又は他国若しくは国際機関との

交渉上不利益を被るおそれ 

   

不開示

情報 

（情報

公開法

第４号

に 相

当） 

ロ 独立行政法人等、地方公共団体の

機関（都道府県の機関を除く。）又は

地方独立行政法人が開示決定等をす

る場合において、犯罪の予防、鎮圧又

は捜査その他の公共の安全と秩序の

維持に支障を及ぼすおそれ 

   

不開示

情報 

ハ 監査、検査、取締り、試験又は租税

の賦課若しくは徴収に係る事務に関

し、正確な事実の把握を困難にする

おそれ又は違法若しくは不当な行為

を容易にし、若しくはその発見を困

難にするおそれ 

イ 監査、検査、取締り、試験又は租税

の賦課若しくは徴収に係る事務に関

し、正確な事実の把握を困難にする

おそれ又は違法若しくは不当な行為

を容易にし、若しくはその発見を困

難にするおそれ 

ア 監査、検査、取締り又は試験に係る事

務に関し、正確な事実の把握を困難に

するおそれ又は違法若しくは不当な行

為を容易にし、若しくはその発見を困

難にするおそれ 

 

不開示

情報 

ニ 契約、交渉又は争訟に係る事務に

関し、国、独立行政法人等、地方公共

団体又は地方独立行政法人の財産上

の利益又は当事者としての地位を不

当に害するおそれ 

ロ 契約、交渉又は争訟に係る事務に

関し、国、独立行政法人等、地方公共

団体又は地方独立行政法人の財産上

の利益又は当事者としての地位を不

当に害するおそれ 

イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関

し、国又は地方公共団体の財産上の利

益又は当事者としての地位を不当に害

するおそれ 

 

不開示 ホ 調査研究に係る事務に関し、その ハ 調査研究に係る事務に関し、その ウ 調査研究に係る事務に関し、その公  



情報 公正かつ能率的な遂行を不当に阻害

するおそれ 

公正かつ能率的な遂行を不当に阻害

するおそれ 

正かつ能率的な遂行を不当に阻害する

おそれ 

不開示

情報 

ヘ 人事管理に係る事務に関し、公正

かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼ

すおそれ 

ニ 人事管理に係る事務に関し、公正

かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼ

すおそれ 

エ 人事管理に係る事務に関し、公正か

つ円滑な人事の確保に支障を及ぼすお

それ 

 

不開示

情報 

ト 独立行政法人等、地方公共団体が

経営する企業又は地方独立行政法人

に係る事業に関し、その企業経営上

の正当な利益を害するおそれ 

ホ 独立行政法人等、地方公共団体が

経営する企業又は地方独立行政法人

に係る事業に関し、その企業経営上

の正当な利益を害するおそれ 

オ 独立行政法人等、地方公共団体が経

営する企業又は地方独立行政法人（地

方独立行政法人法（平成 15 年法律第

118号）第２条第１項に規定する地方独

立行政法人をいう。）に係る事業に関

し、その企業経営上又は事業運営上の

正当な利益を害するおそれ 

 

 

 


